
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 7年度

特定非営利活曇
=全
世代

1 事業の成果
○研知 査及び共同推進事業

・未来社会実現連携事業 :全世代が目指す未来社会実現の上台となる「人づくり」を目的として、「感情

力」と「熟考力」に関する研究調査と社会実装のための取り組みとして主に次の連携事業を行った。

(1)感情に関する専門家・実務者による研究会「全世代に感情力(EC:Emo■ o■d Capaciけ )を育む会」

を設立し、計 3回開催。連携団体が実施する企業向け研修に「デイリーEC」 セッションを提供。

(2)対話型生成 AIを活用した熟考力を育む市民講座「熟考ラボ」を開発、試行版を含め計 5回開催。
・医師の地理的偏在是正事業:退職した医師の社会への有効活用と同時に医師不足地域に医師を紹介す

るマッチングシステムの運用支援を行い、今年度は常勤 2件、非常勤 5件のマッチングが成立した。

○シンポジウム・セミナー事業

・フォーラム事業 :2026年 1月 18日 にメインテーマを「みんなが納得できる社会づくりを考える」と

した第 13回全世代フォーラムを SOCIAL SPACE A]腱SAKヽ で開催した。

・セミナー事業 :未来社会実現連携事業と運動したセミナーについて、「熟考ラボ」の企画開発を優先し

たため計画段階に留まった。次年度より実施を見込む。

Oイ ンターネットを介して対話の■を構築する事業

・ホームページの掲載事業 :メ ールマガジン「全世代通信」61号から66号を発行、ホームページにアー

カイプを掲載し、全世代の活動を会員内外の人に向けて紹介した。

・SNS等の活用事業 :facebookページのリニューアルに加え、instaram及び no"を新たに開設し、

新たな接点の構築を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【6,878】 千円)

事 業 報 告 書

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
f攣薯
範囲
f愛暑
人数

事業費
(千円)

研究調査事業
及び共同推進
事業

・未来社会実現連携事業
一 感情力に関する研究
― 「デイリーEC」 セッ
ションの提供
― 熟考力に関する市民
講座の開催
― 上記に付随する諸活
動

事異
師の地理的偏在是正

日本医師会、日本病院会、

倉屎蒼凛嚇墨基及余昇是
NPO法人全世代の 5団体
による連絡協議会を開催

2ヶ 月に
1回
随時

12月 よ
り毎月
随時

年に 2回
広報活動
は随時

都内会議
室
研修会実
施場所
事務所セ
ミナー ス
ペース

事務所等

ⅧB会議
業務委託
先事務所
等

10人

8人

参加
び研
成果
閲覧

者及
究の
発表■4
■

医師
地域
院及
民

不足
の病
び住

参加者
85 ス́、に
加え不特
定多数

襄
特定多

2,863

1,432



シンポジウ
ム・セミナー
事業

・第 13回
ムを実施。

全世代フォーラ 1月 18日
実施

SOCIAL
SPACE
AKASAKA
(ハイブ
リッド開
催 )

17人
参加者及
び報告記
事閲覧者

参加者
65人 |

」ニ

覧
多

加え報
記事閲
不特定
数

1,421

インターネッ
トを介して対
話の場を構築
する事業

・活動情報をホームペー
ジにて発信。メールマガ
ジン「全世代通信」の発信
とアーカイブ公開。
・ facebook、  Instagram、
note等 を活用したデジタ
ルコミュニケーションの
実施。

ホー ムペ

ー /゙・ SNS
等は随時
更新、メ
ルマガは
2ヶ月に
1回発行

事務所等 5人
不特定多
数

不特定多
数

1,162



書式第 13号 (法第28条関係 )

令和7年度 活動計算書 (その他事業が∠越ュ場合)
事 業 報 告 用

特定書営利活慟
=人
  全世●

1 受取0■
正会員受取会費

贅助会員受取会,

3.334.

280.000

554.000

6.“6.2 受凛書昴全
586 263

● 受取疇麟

1.2∞.000

:0 923

000

4 事彙●菫
白主事業収益

10.610

10.660

【Al■ 常 ● ●

0 その他の収薔
■取利息

(2)そ0饉
業務委工費

●i_運

"'(事
栞 )

消耗品,(事業〉
珀代家賃 (事業 )

印刷製本賣 (事業 )

議謝金 (■棄)

新田国書費〈事業 )

会議費く事業)

交際費く

'葉
)

旅費交通費 (事業)

支払手■丼 (事薬)

5.973.000

153.756

4,440

460.474

138.405

84.358

25.878

25,500

1.530

4.790

4.966

6.877.007

3,7

(1)人悴彙
給料千当

■員燿ロ

退職給付費用

:.507.6●6

:.587.606

924,000

21,271

39,813

165,019

8,082

260,045

4.000

80,5,5

84,201

600

(2)その暉
業務委■,(鷲 ■ )
通信選薇費

路代家賃

印刷製本質

会議費

交際費

旅費交通費

議会費

支払手な将

a■公凛

福利厚

(:)人件■
■員報ロ

給料手当

退喩綸付費用

3.464.D3

【B 用

日 訃
2.:66.220

当 翔 饉 常 1● ■ 口 【A】 【B】 _」 二 Ω _

【C

饉 燿 外 収 菫 1+

円定資に発却査

過年度債益修正益

【●

止

饉

闊定贅

“

売却槙

災害損失

喘 外 費

常 外 増 C D

2.166,220

0

7.505.231

0.761.451

■ 31 エ 増

次 コ ● ● 二上 量_菫 ● 00+⑤

O法人,.住民税及び事業a ‐
前畑饉麟正味財産額 ・・・0



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  :全世代

小計 。合計金  額目科

9,680,246

48,936

395.210

0

10,124.392

2

1

【A】 責 産 の 部

三菱UFJ銀行

現金

ゆうちょ銀行

未収金

(1)有形目定資産
車両運搬具

什器備品

(2)無移目定責産
ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

10,124.392【A】 資 産 合 計 ①+②

340,000

22,941

362,941

362.941

【B-1 の

負 債 合 計 ③+④

7.595,231

2,166.220

9,761.451

【B-2

正 味
当 味財産増減額

の

前期繰越正味財

計

正 味 財

10.124,392
【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

前受金

未払金

a

長期借入金

退職給付引当金



16 (法 28条

令和 7年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全世代

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 WO法人会計基準協議会 )
によつています。

(1)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によつています。

2. 事業別損益の状況
円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、事務業務委託費、地代家賃、消耗品費については従事割合に基づ

合計

インターネントを分して

対子の場 (プラント

フォーム)を■晏する事
事業部門計 管理部門科 目

研究調査事業及び

共同推進事業

シンポジウムやセ

ミナーの開催事業

3,834.000

5,586.263

0

0

10,660

3,834,000

5,586,263

0

1,200.000

10,660

0

0

0

1.200,000

0

1,200,000

10.630,9231.200,000 9,430,9231,200,000

6,897.000

84.358

303,424

33,582

600

25.878

261.575

175,027

5,973,000

84,358

138,405

25,500

0

25,878

1,530

153,756

924,000

0

165.019

8,082

600

0

260,045

21.271

3.905,000

25,878

1.530

53.516

78,487

24,380

1,100,000

84,358

29,959

560

17,120

968,000

83.120

29,959

560

4.440

500,287

80,575

8,790

89,167

8,464,703

4.440

460,474

0

4,790

4,966

6,877,097

0

39,813

80,575

4.000

84,201

1,587,606

199,063

4,790

1,996

4.294,640

4.440

181,785

2,629

1.420,851

79,626

341

1.161.606

1,587,606 0,464,7031.420,851 1,161,606 6.877,0974,294,640

2.166,220▲ 5,677,097 7,843.317▲ 1.420,851 ▲ 1,161,606▲ 3.094,640

1 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
業務委託費

謝金

印刷製本費

会議費

租税公課

新聞図書費

交際費

通信運搬費

消耗品費

地代家賃

諸会費

旅費交通費

支払手数料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和7年度 財産目録
特定非営利活動法人 全世代

事 業 報 告 用

科 日 金   饉 小  計 合  計

9.680.246

48,936

395.210

10.124.392

10.124.392

【A】 責 産 の 部

【A】 責 産 合 計 ①+② 10.124.392

340.000

22.941

362.941

lB- 1 債 の 部

【日-1】 負 債 合 計 ③+④ 362.941

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 9.761.451

翻卸贅産

未収金

現金預金

三菱

『

J普通預金
現   金
ゆうちょ銀行

(1)有影固定資産

(2)無影日定責産

(3)投資その他の責産

ロ

前受金

未払金

長期借入金

退職給付引当金

a



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度年間役員名簿 J詢事業年度において役員であったことがある全員の“
名及び住所又は居所並

にこれらの者についての前●彙年産における颯目の有彙を,●した名
")

特定非営利 法人 全世代

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

(イ イツカ ヨウコ) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

曰

日年飯塚 陽子

2

くイシカワ ヨシキ) 令和 7年

令和 3年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

曰

ロ年石川 善樹

(イ シハマ ヒトキ)
 

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

曰

日年石濱 人樹

監事

くイマイ クイ」) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

曰

曰年今井 啓子

5 監事

(ウチダ タクオ) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年内田 健夫

監事

(エアヒロ エイコ)

枝廣 映子
(大宅 映子)

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年   月 日

日年   月

監事理 事

(エンドウ ヒデヒ
コ )

遠藤 秀彦

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

曰年

8 監事理事

(オ ミ シグル)

尾身 茂

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年

\+ rr,t | ,,)r r1I
 

  
 

  坂元 晴香

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日

10 監 事

〈コウノ ジュンイ
チ)

河野 順一

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

年 日

⌒

t=5,監事

⌒

く翌」,監事

⌒

t=ッ監事

⌒

健ジ監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

11 理事 監事
〈タカツ アキラ) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日高津 晶

12 監事

(ナカムラ クイコ) 令和 7年

令和 8年

4月   I日

3月  31日

年  月  日

年1   月   日中村 桂子

13 監事

(フカツ ヒロン) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日深津 紘

14 監事理 事

(フ クンマ ナオフ

ミ)
令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年   月 日

日年   月福島 尚文

15

(マエノ カズォ) 年  月  日

年  月  日前野 一雄

16

(アサイ マキ)    

 

令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日浅井 麻紀

17

(スガ′ヽラ マサズ

ミ)
令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年菅原 正純

18 監 事理 事

(ウイ ムツヒト) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年   月   日

年 月 日字井 睦人

19 監事

(ニキ タカツグ)

  

令和 7年

令和 7年

4月   1日

5月   1日

年 月

月

日

曰年仁木 崇嗣

20 理事 監 事
(サカイ ヒデユキ) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年1   月   日

年  月  日坂井 秀行

21 理 事
(オオ′ヽァ オサム) 令和 7年

令和 8年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

曰

日大橋 修

⌒

(翌ョ,監事

⌒

Q電ョ,監事

⌒

ぐ
=3)監

事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人________全世ft_______

氏   名

(イ イツカ ヨウコ)

飯塚 陽子

2

(タ カツ アキラ)

高津 晶

＾
０

(イ シハマ ヒトキ)

石演 人樹

4

(イ マイ ケイコ)

今井 啓子

5

(ウチダ タケオ)

内田 健夫

＾
●

(エダヒロエイコ)

枝廣 映子
(大宅 映子 )

7

(フカツ ヒロシ)

深津 紘

8

(フクシマ ナオフミ)

福島 尚文

9

(オ ミ シゲル)

尾身 茂

10

(マエノ カズオ)

前野 ―雄

11

(アサイ マキ )

浅井 麻紀
   

 

12

(スガハラ マサズミ)

菅原 正純




